第２回APEC懇親会（2011年11月30日、外務省にて）聞き取りメモ
～まずTPP交渉官よりTPPの現状についての以下３点のブリーフィングが行われた～

(1)TPPをめぐる各国の動向

まず現TPPのテキスト冒頭では、APEC “or other state”と書いてあり、TPPのメンバーシップはAPECを超えたもっと広がりがあるものとなる可能性は排除できない。

ホノルルのAPEC会合においては、カナダおよびメキシコが参加を表明したが、カナダに関しては、同国からのホノルルへの出張組がいわば勝手に表明したものであり、カナダ本国の政府にとりサプライズであったという。日本の協議開始への表明を受けてのものと思われる。メキシコはすでにNAFTAに加盟していることでもあり、参加表明か。（主要国の中で）ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのみ、TPPに関心なしとしている。

中国は一応「（TPPは）いいことかもしれない」としている。なお中国国内の学者層は、「TPPの動きをいつまでも無視はできないはずで、いずれ参加するのであれば早い方がよい」との姿勢を出している。TPPへの中国の立場はオープンである（いつでも参加表明はありうる）。FTAAPへと至る道筋としてであれば否定しないといったところか。またTPPへの関心ゆえに、ASEAN+3およびASEAN+6も気運としては高まっている。

(2)TPPの特徴

法的拘束力のある自由貿易交渉的な性格から（TPPの母体としての）APECの持つ仲良しグループ的な性格へのシフトが見られる。（アメリカはアジア太平洋における過去の経験から学んでいる。）これまでの交渉での「かっちりしたもの」だけでなく、努力目標（ベストプラクティス）も入ってきている。関税だけでなく、非関税分野（国内規制）も。TPPでは「グローバル・サプライチェーン」を意識している点も重要で、部品をA国からB国へ、そしてさらにC国でパッケージ化しD国で宣伝、といった複数国にまたがる貿易を安く効率的に、という意図が現在入手可能なTPPのアウトライン文書から読みとれる。

現在交渉中のTPPの文言が”shall”（法的義務）からAPEC的な”should”になっている情報がある。あまりに国内規制を変えると、現時点で(現在正式交渉中の)九か国の間での正式交渉に難しいハードルともなるので、”should”という新しい要素が出ている。いわば”shall”は無理という認識となっている。法的拘束力のない規定が出てくると、紛争処理の対処にしても異なるものとなる。
(3)バイとマルチの違い

たとえばTPPのSPS章をめぐっては、食品安全への考え方が対立しかねない。それぞれの哲学があり、バリエーションがある。ここで米国は対日本と対TPPとでは政策が一緒ではない。TPPでは９か国での交渉が重要であり、一国による一方的な押し付けはできないということがアウトライン文書からも読み取れる。

競争に関する章でもたとえばベトナムの国有企業に関して、米国独自の企業への規律をどこまで主張できるかは大きな課題となっており、最近は「法的義務にできないものは努力義務へ」という交渉の流れになっている模様。いずれにせよ、時間がかかるプロセスである。また９か国での原産地規則はスパゲティーボール現象（複数の原産地規則の乱立による混乱）の中での交渉であり、これも時間がかかるかもしれない。知的財産権、原産地規則、市場アクセス一般については、もう少し整理する時間が必要で、また９か国それぞれの関税率の譲許表もいまだ作成途中であると推測される。11,000種類もあるタリフラインの１つ１つについて検討するという作業が残っている。米国オバマ大統領は2012年のうちに譲許表の完成を政治目標としていることが当然予想されるが、しかし実務者の観点からはタリフラインおよび原産地規則についての膨大な作業を考えると2012年中のTPP条文の完成は難しいと思われる。

2011年12月にはマレーシアのクアラルンプールで原作地規則を含めたいくつかの主要分野で交渉会合、また2012年には５回の公式交渉会合がなされる。

　上記に関連し、アメリカと日本の二国間での枠組みとTPPとは違ったものである。例えば、日米の二国間ではBSE(狂牛病)、自動車保険が独自の取り決め内容となっている。しかしTPPでは日米での合意事項がそのままにはならない。例えば牛肉については、TPPではSPS章でより抽象化して議論し、９か国それぞれの同意が必要。

各国はTPPにおいてそれぞれ高い野望を持っている。例えばニュージーランドは乳製品の輸出ポテンシャルに期待しており、グローサー貿易大臣は、「TPPをやるなら100％関税撤廃すべき」と公言している。

～続いて外務省APEC関連部局より2011年APEC等に関するコメント（配布資料に基づいて2011年の米国APECについての成果報告）～

横浜ビジョンを具体的に政策に落とし込むという性格であった。参加の実務者間では、“Get stuff done”が合言葉になった（これをロゴとしたTシャツまで登場した）。具体的な成果は、①地域経済統合、②グリーン成長、③規制協力、そして首脳会議ではイノベーションをはじめとした具体的な分野で精力的に討議がなされた。イノベーション、知財、入札参加資格（企業に不利とならないよう、入札参加資格を付けることをやめようという動き）などが難航したが、原則合意できた。日本のビジネス界にも成果を活かしてほしいところである。2011年の閣僚宣言は量が多いが、これは異常なほど精力的に取り組んだため、異常なほど細かくなったという印象である。2012年はロシア年であるが、これらについても引き続き議論されるであろう。TPPを見据えながらもAPECの原則に基づいた合意事項をつくるという姿勢が特徴で、ありとあらゆる分野でその糸口を付けている。中国も個々の分野では反対しながら、結局（宣言文に）合意している。またTPPでもAPECでやっている規制協力について議論されている様子である。

またTPPでは、いわば次世代型の課題（next generation issues）としてイノベーションおよび輸出企業に関する政策論議がなされており、その際日メキシコEPAを参考にFTAAPへと至る筋道を見据えている。とかくTPP、ASEAN+6、ASEAN+3の陣取り合戦の感を持ちやすいが、これは良くない。そこで質の面を変えようというのがAPECの主眼となっている。APECでは「努力目標」というふんわりとしたものが多く、紛争処理といったものになじまないが、しかしこれがいいところでもある。APEC首脳宣言にしても、やはり（首脳間の合意だけに）「重み」があるものといえる。特にイシューが具体的であり、「何年までに～する」という具体的項目が宣言文に入っている。これは今後のTPPあるいはFTAAPへといった、いろいろな段階を考えると、法的拘束力がなくてもきわめて意味合いが重い意味合いを持つものである。2011年のAPECでの合意事項は、将来の繁栄のために投資、エネルギー、食糧問題についても貿易自由化面と併せて考えていく姿勢が出ている。ビジネス面を重視し、個々の企業が思い浮かぶような提言も多い。ちなみに食糧問題については、FAO(国連農業機関)が「2050年までに９０％程度食糧生産を増やさないと食糧危機の可能性がある」という分析も行っているため、APECもその動向を重視している。またエネルギー問題も、化石燃料がさらに消費される中で成長の制約要因になっていることを重要視しており、APECでは今後も共通の課題として取り上げられていく見通しである。（その後の質疑応答については略。）

～さらに続いて経済産業省APEC関連部局より2011年APEC等に関するコメント～

2011年11月の頭には、G２０、APEC,そしてEast Asian Summitと続き、シナジーが働いたといえる。APECも世界に対するリーダーシップを成功裏に示すことになったのでは。欧州の金融状況を見ると「リーマンショックの再来」を思わせる不確実性がある中、またWTOではなかなかまとまらず、途上国と先進国の対立や保護主義的な動きもみられる中でのAPECであった。また自国企業優遇の動きも現在世界的にみられる。米国にとっては経済再生のためのバネという意味合いがあったのでは。将来の成長をつかむため、国内の利益を中心に、あるいは選挙の結果にも結び付くこと（自由で開かれた貿易投資への教員の蔓延）を意識した中でのAPEC開催であった印象もある。個別の点では、アメリカ、中国等の間でイノベーションをめぐって論議がなされ、ターゲットを絞った形で合意がなされたことは重要といえる。
総じて2011年のAPECはボゴール目標（1994年）以来のオープンリージョナリズムの伝統を具体的に（合意事項として）発信する場で、５年後、１０年後にマイルストーンとしての位置づけがなされるかもしれない。現に環境物品への非関税措置などの重要なスタート年である。イノベーションについては、APECとして初めての大きな取組であり、どのメンバーも不確実性の中での成長を見据えているため、重要なテーマであったといえる。ここでAPECにおける「イノベーション」には「（新たな）ビジネスモデル」も広く含まれている。1940年代、50年代からみられる、軍事、航空、原子力といった分野を基軸とした経済のテイクオフから、最近は再生可能医療、介護などの消費者市場と結びついた技術やアイディアが広まり、それが収穫逓増の性質を帯びているため、「広まっていくこと」が大事となっている。貿易、投資、技術、金融などを有機的に結び付けるという意味での「イノベーション政策」がAPECでは志向されている。知財、政府調達の内外差別、投資、アカウンタビリティーなどが貿易と並んでハードコア（重要な部分）となってきている。しかし一方で、「現地企業と合弁し、技術移転を強要（中国の例）」などとは正面からぶつかりかねず、開かれたシステムの利益がウィンウィンの形でメンバーにもたらされることが重要であろう。2011年のAPECでは、その意味でハードであったが、慎重な面を含めて合意できたという意味において、また具体的にはイノベーションおよび環境物品等の面で合意できたことはマイルストーンになると考えている。

～Q＆Aの時間が持たれた。以下はそこでの議論の抜粋（山澤メモに石戸が若干加筆）～

ＴＰＰ交渉については岡本氏から、「それがアジア分断にならぬか」との危惧の表明があり、馬田氏からは「米国の強いイニシャティブはオバマ大統領の再選戦略ではないか」との発言があった。
また山澤氏はＡＳＣＣサンフランシスコ会議の模様と米国主催者がまとめた報告書がＡＰＥＣの公式サイトに載っていることを紹介（ＡＳＣＪ－ＨＰ　Event 参照）。さらに「ホノルル会議ではＡＰＥＣのボゴール最終目標の２０２０年に向けて新ＩＡＰプロセスが始まったのに、あまり注目を集めないのは残念。日本はこれを積極的に進めて、ＴＰＰとＡＳＥＡＮプラスがＦＴＡＡＰに収斂する方向にイニシャティブを取るべきではないか」と提案して、『日本のアジア太平洋自由化戦略を発信せよ』という文書を配布した（ＡＳＣＪ/ＨＰのフォーラムに再掲）。
浦田氏は「インドネシアでは中国産繊維品輸入激増で制限運動が起こっており、２０１５年のＡＦＴＡの完成を優先している」と紹介。畑佐氏は「ＰＥＣＣではinclusive growth プロジェクトを進めているが、ＡＰＥＣではどうか。また来年ＡＰＥＣを開催するロシアの関心は？」との発言があった。日本政府からの応答によると、ロシア年のプライオリティーは、地域経済統合、イノベーションおよび食糧安全保障の三つである。そしてこれらについては、日本も協力してほしい、というスタンスである。また防災についても課題として出されている。

またAPECのポリシー・サポート・ユニット（PSU）の最近の報告書では、mutual usefulness of APEC and TPPということで両者が「互いに役立つ」としている。実際両者の活動分野はかなり重複しており、たしかにTPPがbinding,APECはnon-bindingという違いはあるものの、お互いを活用することはありえる。

2011年のAPEC首脳宣言文の合意への過程であまり仲間割れしたりはせずに、合意にいたった。APECはEU並みの七割近くの域内貿易比率である。TPPの「アジア分断」も避けたいという意図がある。おそらく中国もアジア太平洋のサプライチェーンの中に入りたいと考えている。EGSについては、インドネシアが「このようなものはどうか」として提案して経緯がある。アメリカ→ロシア→インドネシアと続く中で本年の議論がうやむやにならぬように注視すべきであろう。
（石戸作成）
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